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要 旨 

低炭素社会の実現に向け、経済産業省は2008年3月に策定

したCool Earth-エネルギー革新技術計画中でも重点的に取

り組むべきエネルギー革新技術のひとつにグリーンITを指

定している。グリーンITとは、「IT自身の省エネ」および

「ITを活用した社会の省エネ」のことで、この両輪でエネ

ルギー消費の削減、温室効果ガスの削減を目指すものであ

る。 

 三菱電機インフォメーションシステムズ㈱では、三菱電

機グループと連携して、グリーンＩＴなどの環境負荷低減

への取り組みを進めている。その一環として、ＩＴシステ

ムのＣＯ２排出量を定量的に評価する「ＩＴシステムの環

境負荷評価手法」を開発し、お客様に提供するＩＴシステ

ムのＣＯ２排出削減を推進している。

 本手法は、ＩＴシステム毎の開発・運用といったライフ

サイクル全体にわたる環境負荷を定量化するもので、実際

には、人・物の移動、物の消費、ＩＴ機器の利用などの７

つの環境影響要因をステージ毎に分析し、評価・改善に取

り組み、ライフサイクル全体で環境負荷の低減を図るもの

である。これにより、ＩＴシステム導入前後での環境貢献

度評価（ＣＯ２排出削減量）とライフサイクル全体での環

境影響度評価（ＣＯ２排出量）が可能となり、その効果の

「見える化」を行うことができる。本手法を継続的に活用

し環境に配慮したＩＴシステムの開発やお客様に提供する

ＩＴシステムの環境負荷低減をさらに進めることで、地球

温暖化防止とともにお客様の環境経営や企業価値向上に貢

献したいと考える。

 

 

ＩＴシステムの環境負荷評価手法 
 ＩＴシステムの環境負荷評価手法（LCA）は、機器製品とは異なり、導入システム毎に調達、設計・開発・製造、設置、運用・廃棄といった9つのラ

イフサイクルステージから構成される。そのステージ毎に環境影響要因を分析し、評価、改善を行い、ライフサイクル全体で環境負荷低減を図る必要

がある。 LCA : Life Cycle Assessment  

*三菱電機インフォメーションシステムズ㈱ **三菱電機㈱情報技術総合研究所  ***三菱電機㈱環境推進本部   



図1 ITシステムのライフサイクル

①調達

②設計・開発・製造

受注

③出荷

④流通

⑥立ち上げ

H/W製造

⑨廃棄・リサイクル

⑧回収

⑦運用

⑤設置

 

１．まえがき 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第4次評価報告

書（2007年4月）により、地球温暖化は科学データ群によ

りオーソライズされた。先進国中心に各国政府は温暖化ガ

ス排出量削減（世界で2050年までに半減）目標を定める動

きに入り、日本政府は2008年7月「低炭素社会づくり行動

計画」を閣議決定した。 

IT分野での環境負荷削減－特に地球温暖化防止への貢

献－については他の製品・産業分野に比べて具体化が遅れ

ていたが、2007年8月の米国環境保護庁（EPA）発表の米国

内データセンタ消費電力の調査をきかっけに、「グリーン

IT」概念が浮上し、近年現実的社会的取組みとなってきた

ところである。グリーンITとは、「IT自身の省エネ」およ

び「ITを活用した社会の省エネ」のことで、この両輪でエ

ネルギー消費の削減、温室効果ガスの削減を目指すものと

考えられている。経済産業省はグリーンITイニシアティブ

を2007年12月に発表、わが国では2025年に2006年比で情報

量200倍（情報爆発）、消費電力5倍になると推計、2008年3

月に策定したCool Earth-エネルギー革新技術計画中でも

重点的に取り組むべきエネルギー革新技術のひとつに指定

した。 

一方で、ライフサイクル全体からみると、その設計・開

発・製造や運用、廃棄などのライフサイクル各ステージに

於いてＣＯ２を排出しており、環境に影響を与えている。 

従って、ＩＴシステムのＬＣＡでは、運用ステージに於け

るＣＯ２排出削減量（環境貢献度）と、ライフサイクル各

ステージのＣＯ２排出量（環境影響度）を区別して評価す

ることが望ましい。ここでは、前者を「ＩＴシステム環境

貢献度評価」、後者を「ＩＴシステム環境影響度評価」と

呼ぶ。 

各活動

新システム導入前 新システム導入後

X

Y

CO2排出量
(kg-CO2)

CO2削減量＝ X － Y (kg-CO2)

CO2削減率＝ Y／X ×100 (%)

図2 ITシステムの環境貢献度評価と環境影響度評価
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２．ＩＴシステムのLCA  

ライフサイクルアセスメント（LCA）とは、製品の設計時

に、その製品が環境に対して及ぼす負荷をライフサイクル

－資源の採掘から資材・製品の運搬、使用、そしてその製

品の廃棄まで－にわたって評価し、環境負荷を減らす設計

およびそのマネジメントにつなげることを志向するもので

ある。日本では社団法人産業環境管理協会内の日本環境効

率フォーラムにて、2006年3月に「情報通信技術（ICT）の

環境効率評価ガイドライン」が編纂された。これをもとに

各社それぞれの評価基準を定め、LCA評価および環境効率

算出に努めている。しかしまだ方法論が確立したとはいえ

ず、現在でも同フォーラム内で研究会が引き続き行われて

いる。三菱電機グループでもこうした動きに参加しながら

ＩＴシステムの環境負荷を評価し低炭素社会実現への貢献

度合い等を説明する手法を構築した。 

3.1 ＩＴシステム環境貢献度評価 

ＩＴシステム環境貢献度評価は、導入するＩＴシステム毎

に、その環境貢献度(ＣＯ２排出削減量)を明確化すること

が目的である。ＩＴシステムのライフサイクル上では、運

用ステージに着目した評価と位置づけられる。 

ＩＴシステム環境貢献度評価では、ＩＴシステム導入前と

導入後の運用ステージ（業務）の「活動」の「活動量」を

調査し、各活動の「環境負荷原単位」を元に、各活動及び

全体の環境負荷（ＣＯ２排出量）を定量化することによっ

て、環境貢献度（ＣＯ２排出削減量、ＣＯ２排出削減率）

を明確化する。ここで、エネルギー効率のよいＩＴ機器に

入れ替えることも環境貢献と考えられることから、ＩＴ機

器の使用やネットワークインフラ利用も評価対象に含め

る。 

３．評価手法 

ＩＴシステムのライフサイクルは、機器製品とは異なり、

導入システム毎に設計や開発、システム構築を伴い、図1

に示すように、9つのステージから構成される[1]。一般に

ＩＴシステムの導入は、運用ステージに於ける業務効率／

生産性の改善、人や物の移動及び物の消費の削減を目的と

することが多く、結果的にＣＯ２排出量削減に貢献してい

る。 

ＩＴシステム環境貢献度評価における活動・活動量・環境



4.1システムの概要 

「複合機による出力の統合管理」システムは、課毎に購入

管理していたプリンタ、ＦＡＸ、スキャナ機器を社員証の

認証機能付複合機に集約化することで、紙媒体のセキュリ

ティ強化を図るとともに、紙使用量の削減、機器統合によ

る消費

負荷原単位の例を表1に示す。環境負荷原単位は、その対

象毎に、公的機関等で公表されている値を採用することを

原則とするが、それがない場合は、根拠を明確にした上で

独自の環境負荷原単位を定めている。 

 

表1 ITシステム環境貢献度／影響度評価の指標
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るCO2排出量

平均人員数人の執務
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電力や保守コストの削減を目的としたシステムであ

る出力の統合管理」の環境負荷評価 

(1

と

貢献度評価を行うことを目的とした。 

(2

響度評価は５年間、環境

間とした。 

(3

テム導入前と導入

のシステムの概要を図3に示す。 

 

る。 

4.2「複合機によ

)評価の目的 

今回の評価は、「複合機による出力の統合管理」システ

ムの全社展開前に一部門にて実施した試行データをもと

にシステムの環境影響度評価を行い、システム導入前

導入後で環境

)機能単位 

本評価の機能単位(対象範囲)は、社内の一部門(200名)

の紙出力（プリント、コピー、ＦＡＸ）とその手段を対

象とした。運用期間は、環境影

活動毎のＣＯ２排出量、及び、ＩＴシステムの環境貢献度

(ＣＯ２排出削減量)は、以下の式で計算される。 

 

●活動毎ＣＯ２排出量= 

        [活動毎環境負荷原単位]×[活動量] 

●ＩＴシステムの環境貢献度（ＣＯ２排出削減量)＝ 

       Σ[新システム導入前の活動毎ＣＯ２排出量] 

     －Σ[新システム導入後の活動毎ＣＯ２排出量] 

貢献度評価は１年

)システム境界 

「複合機による出力の統合管理」シス

後

ＩＴシステム環境貢献度評価のイメージを図2の左側に示

す。 

3.2 ＩＴシステム環境影響度評価 

ＩＴシステム環境影響度評価では、ＩＴシステムのライフ

サイクルステージ(図1)毎の「活動」の「活動量」を調査

し、各活動の「環境負荷原単位」を元に、各ステージの環

境負荷（ＣＯ２排出量）を定量化する。ＩＴシステム環境

影響度評価における活動・活動量・環境負荷原単位は、環

境影響度評価と同じ指標(表1)を採用する。 

ＩＴシステム環境影響度は、以下の式で計算される。 

 

ＩＴシステムの環境影響度＝ 

       ∑{ 環境負荷原単位×活動量(使用量) } 

[ライフサイクルステージ] 

ＩＴシステム環境影響度評価のイメージを、図2の右側に

示す。このように、ＩＴシステム環境影響度評価では、Ｉ

Ｔシステムのライフサイクルステージ毎に環境影響度を見

える化した上で、それぞれのステージでの環境影響度の改

善に取り組み、ライフサイクル全体にわたる環境影響度の

継続的な改善を図ることが重要である。 

４．適用評価 

以下に社内にて試行した「複合機による出力の統合管

理」システムの適用評価を示す。 

図 3.  システムの概要
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ａ．

社内における保守コストの把握が困難

ｂ．印刷出力やスキャナ入力が課毎又はフロア毎に限定

ａ．全社レベルで保守コスト及び紙出力が把握できるた

ｂ．どの複合機からでも印刷出力やスキャナ入力が可能
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②システム導入後 

め、紙出力や保守コストの削減につながった。 
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ｃ．認証機能により紙媒体のセキュリティが向上した。

環境影響度評価におけるライフサイクルステージ評価対



象・活動の関係を表２に示す。尚、環境貢献度評価は運用

ステージのみを評価対象とする。 
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表 2. ライフサイクルステージと評価対象・活動の関係
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[凡例 ○：評価対象、 －：評価対象外]
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表 3. 各ライフサイクルステージの評価対象と主な活動量  

  

ージにおける各活動の

模に対してオ

抑制効

により更なるＣＯ２削減効果が期待できる。 

 

(4)結果 

①環境貢献度評価結果 

図４（図中左）に「複合機による出力の統合管理」シス

テムに導入前と導入後の運用ステ

一年間のＣＯ２排出量を示す。 

尚、活動の「ＩＴ機器の利用」で導入前後にてＣＯ２排

出量が増加している。これは試行に使用したプリントサ

ーバが事業所内全体展開時の機器（試行規

ーバースペック）をであった為である。 

図4（図中右）に「複合機による出力の統合管理」シス

テムの環境貢献度を示す。今回の評価では、「複合機に

よる出力の統合管理」システム導入により、ＣＯ２排出

量が8.0％削減できる見込みである。主な削減効果は、

紙使用量と各機器の保守コストの削減と、各課管理のプ

リンタ及びＦＡＸ設置スペースの削減である。今後、シ

ステム設定の最適化や個人認証による紙使用量の

果
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図 4. 本システムの環境貢献度
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統合管理」システムの環境

影響度評価の結果を示す。 

②環境影響度評価結果 

図5に「複合機による出力の
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図 5. 本システムの環境影響度
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運用期間５年間とした場合、全ＣＯ２排出量の８５％

が運用ステージとなり、残り１５％は調達ステージとそ

の他のステージとなる。今後の改善の余地としては、調

達ステージにおいて製造時の環境負荷の少ない機器の選

定等が挙げられる。運用ステージの改善に関しては、環

境貢献度評価で述べたとおりである。 

５．むすび 

止、お

客様の環境負荷低減に貢献していく所存である。 
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